
アンテナハウス株式会社

資本金：4,000万円
所在地：東京都中央区東日本橋
■事業内容：

データ有効活用のための、コン
ピュータソフトの企画・開発・販売

ScanSaveを自社で導入！
税務署に申請の上、経費で発
生する領収書の電子化開始！

【導入結果】

（１）経費と利益の比較、確認が用意となり、領収書の情報の確認も容易になった

（２）導入に際して、税務署から申請書の修正を要望される等、自社運用のみなら
ず、今後の販売に役立つ知見を蓄積することができた

【 導入前理由】
・部門別経費把握が不十分であったので、従業員建て替え精算をワークフローで
入力することとなった。その中で、スキャナ保存を1グループ限定でテスト導入した

・お客様に紹介している自社で導入することで、書類の電子化を進めるとともに、
運用時の経験を蓄積するため

ScanSaveを自社で導入・運用開始！
1グループ1人から電子化スタート！

お問合せ：アンテナハウス株式会社 東京都中央区東日本橋2-1-6
電話03-5829-9021 メール edoc_ah@antenna.co.jp

低コストでお手軽導入！デスクトップ版



税務署に提出した申請書原本
「国税関係書類の電磁的記録によるスキャナ保存の承認申請書」

「書類の保存に代える日」を6月2日とし
ていたが、税務署に提出した3月5日で
は、みなし承認に必要な3ヶ月以上の期

間が空いていない。そのため、税務署よ
り修正するよう連絡を受け、訂正。

電子化する書類については、
限定方法を追記することで、
対象を絞り込むことができる。

勤務地ごと、部門ごとに指定
することも可能

変更の届出書を提出することで、
提出後の申請書及び事務処理フ
ローに変更が必要となった場合で
も対応可能。

なお、電子化する書類の追加に際
しては、再度申請書を提出する必
要がある

国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の変更の届出（抜粋）



税務署に提出した申請書原本
「国税関係書類の電磁的記録によるスキャナ保存の承認申請書」

スキャナ保存の際に使用す
るコンピュータ、スキャナ、プ
リンタを記載する。

スキャナの設定は、
・200dpi以上
・256階調 カラー

に設定する。複合機の自動設定の
場合、上記を満たさない場合がある
ため、手動での設定が望ましい



税務署に提出した申請書原本
「国税関係書類の電磁的記録によるスキャナ保存の承認申請書」

電子保存のために使用する、一般財団法
人日本データ通信協会が認定するタイム
スタンプの事業者名を記入し、チェックボッ
クス全てにチェックを入れる。

適正事務処理要件について、チェック
ボックスにチェックを入れ、体制が整っ
ていることを示す。小規模事業者の特
例を適用する場合は記載不要

要件の一つである「帳簿との相互関連性確保」のために使
用する、キーとなる番号の種類を記載する。

例）会計システム側で仕訳を切った際に発番されてた伝票
番号を、仕訳のもととなった証憑の検索項目に追記して、検
索できるようにする



税務署に提出した申請書原本
「国税関係書類の電磁的記録によるスキャナ保存の承認申請書」

検索機能の確保に関する措
置として、保存する国税関係
書類の検索条件を書類毎に
記載する。

申請書と合わせて、スキャナ保存
を実施する際のフローを記述した
「電子計算機処理に関する事務手
続の概要を明らかにした書類」を
作成し、提出します（次ページ）





■ 自社導入で得られた経験

・ 3月に申請書を提出した際、「提出日時」から「書類の保存に代える日」ま
での日数が、みなし承認期間である3ヶ月以上を確保しておらず、提出後に
税務署から訂正依頼を受ける

☆申請書に記載する「提出日時」「書類の保存に代える日」までの
日数は3ヶ月以上必要。申請書提出日が予定と変更になった場合
特に注意が必要

・ 3月の時点で業務フローは固めていたものの、その後のテスト稼働で電
子化で使用するフローを大幅に変更する必要が発生

☆すでに提出した申請書及び事務処理フローを修正する場合は、
速やかに所定の「変更の届出書」を記入の上、所轄の税務署に提
出すれば、申請内容の変更が可能

※本パンフレットに実際の申請書とフローを掲載しております

時期 1月 2月 3月 4月 5月 6月

運用開始の検討 ◇

社内の承認 ◇

申請書提出 ☆

税務署より、申請書内容
の訂正依頼に対応
（詳細は上記）

☆

テスト運用 ◆◆◆ ◆◆◆ ◆◆◆

税務署へ、変更の届出書
を提出（詳細は上記）

☆

本番稼働（6月） ◇

※本スケジュールは、2018年7月1日現在の情報に基づくものです。

お問合せ：アンテナハウス株式会社 東京都中央区東日本橋2-1-6
電話03-5829-9021 メール edoc_ah@antenna.co.jp

社内の1部門の経費精算の
領収書電子化からスタート

■ 検討開始から本番までのスケジュール概要（2018年）


